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連結財務諸表作成の基本となる事項 
 

当社は、米国で一般に認められた会計原則に基づいて連結財務諸表を作成しています。 
セグメント情報は、従来、日本で一般に公正妥当と認められた会計原則に基づいて作成していまし

たが、当連結会計年度より、米国財務会計基準審議会の会計基準編纂書（Accounting 
Standards Codification：以下、「ASC」という）280「セグメント報告」を適用し、セグメント区分を変

更しています。これに伴い、前連結会計年度の数値を変更後の区分にあわせて表示しています。 

 

主要な会計方針 
 
１．有価証券の評価基準 

ASC320「投資－負債証券及び持分証券」の規定を適用しています。 

 
２．棚卸資産の評価基準 

棚卸資産は、低価法によって評価しており、原価は、製品・半製品・仕掛品については個別法 

または移動平均法により、材料については概ね移動平均法によっています。 
 
３．有形固定資産の表示及び減価償却の方法 

有形固定資産は取得原価によって表示しており、有形固定資産の減価償却は主として定率法に

よっていますが、一部の資産は定額法によっています。 
 
４．リース会計 

ASC840「リース」を適用しています。 
 
５．法人税等 

資産負債法による税効果会計を適用しており、税率変更による繰延税金資産及び負債への影響

は、その税率変更に関する法律の制定日を含む連結会計年度の損益として認識しています。 
 
６．退職給付債務 

ASC715「報酬－退職給付」を適用しています。 

 
７．デリバティブ取引 

ASC815「デリバティブ及びヘッジ」を適用しています。 
 

連結財務諸表作成の基本となる事項の変更 

当連結会計年度より、ASC805「企業結合」の規定及び子会社の非支配持分に関する

ASC810「連結」の規定を適用しています。ASC810 の規定の適用により、非支配持分を資本

の部に含めて表示しています。また、連結の範囲からの除外の対象とならない子会社の支配持

分の変動に係る取引については資本取引として会計処理し、連結資本勘定計算書に記載して

います。 

 

継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 


